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スリランカの社会福祉部門が果たす「教育」的役割
一社会事業局による非就学障害児への支援を中心に.
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Abstract
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念される課題となっている．
．はじめに

その背景には，初等教育の段階からのきびしい選

抜システムや学校間格差を前提とし，教師の一方的

な教えこみによる教授法が伝統的にとられてきたス

リランカの学校教育制度の問題が見られる

(Jayaweera11999)．また，従来から障害児の教育

の場として開設されてきた公立学校（National

Schoo1及びProvincialSchool）の特別学級（Special

unit）の多くで，定員いっぱいで新規受け入れが困

難である等，十分に機能していない点が指摘されて

いる（Furuta,20061また社会福祉省管轄下で民

間団体が運営するスペシャル・スクールのほとんど

が視覚障害または聴覚障害児を対象としており，知

的障害やその他の障害のある子どもの教育の場は十

分に用意されていない2)．

筆者らの－人はこれまでスリランカの障害児の教

育に焦点をあて，その現状と課題について検討を

行ってきた．その中で明らかになったことの１つは，

識字率〆就学率等の教育指標')が高いことで世界に
知られるスリランカにあっても，障害児に対する教

育の機会は未だ十分に提供されていないことである

(古田，2003；Furuta，2006)．その結果，スリラン

カ政府の公式文書(MimstryofSocialWelfare,2003）

において指摘されているように学校教育を一度も

受けたことのない，あるいは受けたとしても中途退

学せざるを得なかった非就学学齢障害児の問題が懸
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このような状況は，障害児の公教育からの排除と

とらえることができる．1990年の「万人のための教

育（EducationForAllEFA）世界会談」により初

等教育普及が基本的な人権であること，さらに1994

年のサラマンカ宣言で，どのような条件の子どもで

あれ，学校がすべての子どもに教育を提供する場で

あることが確認されている3)．障害児のような周縁

化された子どもを排除しない学校教育をめざす，イ

ンクルーシプ教育が国際社会での思潮となっている

インクルーシプ教育はスリランカ国内においても

教育省により推進され，実施を前にした鯛査が行わ

れている(MinistryofEducation，2006)4)．しかし
ながら，スリランカ教育省のEFA中間年度評価報告

書に，「スリランカはインクルーシプ教育の概念を

推進しているにもかかわらず，中央政府及び州政府

の教育省関係者（EducationalAuthorities)，学校長，

教員，両親や地域社会のあいだで概念が周知されて

いないため,関係する全段階で実現が見られない(筆

者ら邦訳)」と記述されている5)．前述したような
学校教育のかかえる問題点を前にして，インクルー

シプ教育の推進に向けて解決されるべき課題は数多
い．

一方ユネスコの政策文書によれば，「インクルー

シプ教育は公（フォーマル）教育とノンフォーマル

教育6)における幅広い範囲の学習ニーズに適切に応

えることを意味する（筆者ら邦訳)」（UNESCO，

1993)．スリランカのように，障害児の公教育への

全員参加という目標に一足飛びに到達することが非

現実的である場合，何らかの代替的方策をとったり，

現存する資源を活用する必要がある．

ここで注目するのは，スリランカの公的社会福祉

部門の取り組みである．これまでにスリランカの社

会福祉部門，その中でも中央政府及び各州政府の社

･会事業局（DepartmentofSocialServices）にあって

は，学齢障害児への「教育」（以下，公教育と区別す

るため，「教育」と表記する）機会提供に取り組む姿

勢がしばしば見られてきた（Furuta，2006)．すな

わち，公教育を受けていない学齢障害児に対して，

社会福祉部門において福祉的ケアのみならず，教育

的サービスを提供している例が見られる．
日本においても四歴史的には1979年の養護学校義

務制開始以前は，学齢の障害児が在宅や施設居住と

いう形態で公教育から排除されていた．これらの障

害児，とりわけ施設居住の障害児に対しては，義務

制開始の70年前の1910年代には既に民間の知的障害

児施設である滝乃川学園において組織的な「教育」

が行われていた（蒲生,2003)．しかしながら，現在

の日本では，教育と福祉のあいだには明確は線引き

が行われており，教育を受けていない学齢障害児の

｢教育」を社会福祉部門が担うことは,特殊な例をの

ぞいては見られない．

一方，スリランカにおける障害児の教育と福祉の

間の境界線は，現代日本におけるそれとは質的に異

なる．スリランカの障害児の教育を検討するには，

当該国の文脈でそれを検討する視点が重要であろう．

すなわち，教育という座標で一元的にとらえるので

なく，福祉による「教育」提供という，もう１つの

座標が必要であるように思われる．

筆者らの１人は，これまでに，スリランカ北西部

州社会事業局が運営する，障害プレスクール（Spe‐

cialPre-School）における学齢児に対する「教育｣提

供について分析を行った．その結果，当初就学前幼

児を対象とし開設された障害プレスクールが，地域

の障害児の教育的ニーズに対応し，学齢児を受け入

れるまでその役割を拡大したことを明らかにした

(Furuta，2006；Furuta，2007)．すなわち，北西部

州という農村地帯において，障害プレスクールにお

ける学齢児の「教育」がノンフオーマルまたはセ

ミフオーマル教育ととらえられるという点を指摘し

た．

一方，スリランカの商業の中心地であり人口密集
地である西部州コロンボとその近郊には，就学前幼

児を対象とした障害児早期療育機関が，聴覚障害児

を対象とするスペシャル・スクールの幼稚部を中心

に数施設集中している．さらに2003年には，これら

の機関を管轄する立場にある，中央政府社会事業局

が新たに障害児支援拠点施設を開設しているそこ

で，本研究では従来の民間の早期療育機関とは異な

る機能を有する，障害児支援拠点施設である「チャ

イルド・ガイダンス・センター（以下，CGC)」に焦

点をあてる．

本研究の目的は，スリランカの公的社会福祉部門

が運営する障害児支援拠点施設における学齢障害児

に対する「教育」の内容について明らかにし，非就

学の障害児に対して社会福祉部門が「教育」的役割

を果たす背景とその意義及び課題について，インク

ルーシプ教育の観点から考察することである．

本研究では，2006年,2007年に筆者らが当該施設

を訪問し資料収集及び関係者との面談調査を行うと

ともに，その後も当該施設より情報収集を行った7)．

ⅡCGCの事業の概要

１．スリランカの社会福祉省と社会事業局

スリランカの社会福祉省はしばしば組織改変が行

われ，名称が変更されてきた8)．2008年の時点では，
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社会事業・社会福祉省（MinistryofSocialServices

andSocialWelfare）となっている本研究では，こ

れを以下，社会福祉省と呼ぶ．省内には，社会事業

局（DepartmentofSodalServices)，ＣＢＲ（地域に
根ざしたリハビリテーション）に関する国家プログ

ラム（NationalProgrammeonCommunityBased

Rehabiutation)，国家カウンセリング局（National

CouncemngDivision)，国立社会開発研究所

(NationallnstituteofSocialDevelopment)，国立高

齢者事務局（NationalSecretariatfOrElders)，国立

非政府組織事務局（NationalSecretariatforNon

GovernmentalOrganiZations)，国立障害者事務局

(NationalSecretariatfOrPersonswithDisabilities)，

社会保障庁（SocialSecurityBoard)，社会開発国家

委員会（NationalCommitteeonSocialDevelop

ment）がおかれている（MimstryofSocialServices

andSocialWelfare，2008）

社会事業局の中心的な業務は，障害者福祉事業及

び薬物中毒者のリハビリテーションである社会事

業局は障害者職業訓練センターを国内６箇所に設

置・運営しているまた／それ以外に本研究でとり

あげるCGCの他,知的障害者ホーム（男性）を運営

している．

２．ＣＧＣにおける障害児福祉事業

(1)設立経緯

2003年に，コロンボから南東に15キロの，マハラ

ガマの住宅地に社会事業局が開設した建物は一般

民家を転用したものであり，1階に個別指導室が２

室，２階にプレイルームが２室，個別指導室が２室

ある（図１)．

社会事業局は，1994年より国際協力事業団（現ｊ

国際協力機構）の青年海外協力隊員からの支援を得

て，障害児の早期療育に関連するプログラムを継続

して行ってきた（ChildGuidanceCenter,2008)．現

所長は，社会事業局所属ソーシャルサービスオフィ

サーの立場で，国際協力事業団による青年海外協力

隊員のカウンターパートとして，1990年代後半に日

本で約10ケ月研修を受けた.日本での研修中に主に
児童相談所で実地研修を行い，スリランカにないそ

の機能に着目したことが，CGCの新規開設への原動

力となった9)／

このような経緯もあり，CGCは日本の政府援助機

関との関わりが深く，これまで国際協力機構により

2003年から2008年までに４人の青年海外協力隊員

(内１人は短期),及び１人のシニア海外ボランティ

ア（短期.２回）が当センターに派遣されている

(2)事業の目的

ＣＧＣの事業の目的は以下の４点である（Child

GuidanceCenter，2008b)'o)．

・障害児の早期発見（Earlyldentification）・早期

一療育（Earlylntervention）を推進する

・学際的サービスのネットワークを確立し，特別

なニーズのある子どもの利益のために追跡的

サービスを行う．

･障害児の早期教育(EarlyChildhoodEducation)
を促進する

・障害児の両親相談を行い，その能力を発揮でき

るよう支援する

(3)事業の内容

ＣＧＣは障害児の早期療育の推進を主目的として

設立されたが，表１のように障害児を対象とした幅

広い事業を行っているなお，通所奨励費として１

回につき，一律l00Rs．（ルピー）が支払われる'1)．

表１より，学齢障害児に対する「教育」の内容と

しては，主にＡＤＬ（日常生活動作）活動を個別指導

により行っていることが明らかになった＿

(4)職員の概要

CGCの職員構成を整理し，表２に示す．

療育担当職員は，一般の幼稚園教員と同様に，高

等学校前期または後期の修了資格を有する子ども

の保護者からは，“Teacher''と呼ばれる全員が２０

代から30代の女性である

パートタイム職員のうち，医師は月１回肝理学療

法士，作業療法士，言語療法士はそれぞれ週２回勤

務する

(5)子どもの概要

CGCのサービス提供児について，以下ではCGCよ

り提供された2003年から2006年までの４年分の相談

児についての整理・検討を行う．

過去４年間のサービス提供児の年齢と障害種の概

要を表３に示した．

表３より，2003～2006年にサービス提供児全体に

擁
１
月
が

‐
‐
Ｉ
Ｉ

図１CGCの建物外観
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表１CGCの事業内容

項目

＊pre-vocationaltraining・職業訓練の前段階における基礎的なスキルトレーニング．
ｄ

／

－６４－

●

項目 内容

早期療育 ①ＣＧＣにおける早期療育は，観察クラス（後述のインテーク後の４回の観察
を指す)，基礎クラス，中間クラス，ソーシャノレ･スキル実践に分類され

る(ChildGuidanceCenten2008a)．
②早期療育の形態は，集団及び個別指導であり，就学前のそれぞれの子ども

のニーズに合わせて，指導時間が決められ指導担当者が配置される．週あ
たり指導回数は，子どものニーズが基本となって，保護者の意向や家庭の
状況に応じて決められ，週１ , ２回から３回の範囲内で行われている．

③指導内容は，室内での遊具を使った遊び，着席してそれぞれの課題への取
り組み〆砂場，ピニールプール等の戸外活動，ＡＤＬを中心とする活動等
である．

④初回来所児については〆プロジェクト・オフイサーによる両親からのイン

テーク後,更に４回の観察とアセスメントを４人の療育担当職員が行った
後，全専門職員でケースミーティングを行う．その後，上述の療育に組み
こまれる．

⑤重度障害児及び遠隔地に居住する子どもに対して，不定期にプ指導担当者
2人が家庭訪問を行う．特に車いすの子どもの場合，通園が困難であるた
め このような訪問療育の対象となる．

療育終了児

への追跡指

導・相談

早期療育を終了した子どもに対して，必要に応じて追跡『ollowup)指導．
相談を行っている．その内容は以下の通りである．

i､一般幼稚園(PrB-sChool)へ移った子どもに対して幼稚園における観察，担
当教員との情報交換

ii・就学した子どもに対して学校不適応等の問題が生じたときに行う家庭

訪問指導

iii.i及びiiの子どもの保護者へのカウンセリング

ivb嘱能医による月例健診

日常生活動

作(ADL).
前職業教育

活動＊

①この部門は当初は，早期療育と同じプログラムの中で行われていたが，

2007年からは,６歳から18歳までの学齢及びそれ以降の障害児30人程

度を対象とし行っている．通園日数は，週１回から月１
る．

, ２回程度であ

②対象児は，主に重度の知的障害の子どもや，社会性やコミュニケーション

･スキルに課題をもち，在宅であるか，または就学してもドロップアウ

トした子どもである．

③対象児の個々のニーズは多様であるため，基本的には生活経験や発達に合
わせた個別指導が行われている．

④社会事業局の運営する障害者職業訓練センターの入所年齢は18歳であり，

それまでの期間の「教育」を行うため，前職業教育活動が計画されてい
るが，2008年時点では実施に向けた職員研修を行っている段階である．

ﾘハピリテ

_ション

①外来者に対して，理学療法，作業療法，言語療法がそれぞれの有資格者に
よって実施される．近郊のスペシャル・スクールに通学している子ども

や、在宅の子どももリハビリテーション利用者として登録されている．
外来の子どもの通所頻度は月１～２回である．

②ＣＧＣ通園児に対しては，必要に応じて早期療育とは別の時間帯にリハピ
リテーションを行っている．

研修会の実

施

①障害児の両親や家族の障害への理解を促進するために，研修会を行う．そ
の他，一般の幼稚園教員を対象としたインクルーシプ教育の理解・啓発，
政府関係者の障害理解促進を目的とした研修を運営実施する．



古田弘子・杉山照子

学齢児（６～15歳）が占める割合は，４割を超える

ことが明らかになった．なお，スリランカの義務教

育年齢は，５歳から14歳までの９年間である12)．
サービス提供児の障害種別内訳の「その他」には，

自閉症,ＡＤＨＤ(注意欠陥/多動性障害)等が含まれ
る．

各障害種の子どもの中で学齢児が占める割合は，

知的障害が48.6％，肢体不自由が34.9％，聴覚障害

が31.8％，視覚障害が42.9％，重複障害が61.5％，

その他が38.5％であった．ここには外来児も含まれ

ているため,ADL活動を目的として来所する学齢児

の数は不明であるが，障害種別では知的障害，視覚

障害，重複障害においてＪ学齢児の割合が特に多い

ことが明らかになった．母集団の少ない視覚障害児

を除くと，学齢の知的障害児）重複障害児において

障害児支援拠点施設へのニーズがとりわけ高いこと

が明らかになった．

児の概要，及び学齢障害児に対する「教育」プログ

ラムの内容について明らかにした．CGCが首都近

郊の人口密集地において／中央政府の社会福祉部門

として最初の都市型の障害児支援拠点施設として開

設され『主たる目的として早期療育や外来リハビリ

テーションの機会を提供していることは，スリラン

カの障害児療育にとって着実な前進であるととらえ

られる．特にこれまでサービス提供が不十分であっ

た知的障害や重複障害等，重度の障害のある子ども

を対象に含めていることの意義は，十分評価される

必要があると思われる．今後さらに詳細な検討が求

められる．

前章ではCGCが学齢障害児に対して独自の「教

育」活動を行っていること，さらに，CGCの学齢障

害児に対するサービスは付加的なものではなく，

サービス提供児総数に占めるその割合から判断する

と，業務の主要な領域を形成するだけの比重を占め

ていることを明らかにした．

ここでは，インクルーシプ教育の観点から，上述

したような「教育」がCGCのような公的社会福祉部

門で行われる背景について，さらにこのような「教

.青」の非就学の学齢障害児にとっての意義と課題に

ⅢＣＧＣにおける障害児の

「教育｣に関する検討

前章では，CGCの事業概要に関する全体像を整理

するとともにCGCがｻｰﾋﾞｽを提供する学齢障害 ついて，若干の考察を行いたい．

表２CGCの職員構成（2007年）

［
表３相談児の年齢と障害種の分布（2003-2006）

知的障害肢体不自由 聴覚障害視覚障害重複障害 計その他

0～３歳 115(269％）4４4７ 1０ ２ １ 1１

4～５歳 100(23.3%）4５ 2４ 1６ ４ １０１

６～15歳 183(42.8%）105 3８ 1４ ８ 1５３

１６歳以上 ３３０｛70％）１９ ３ 0４ １

計 216

50.5％）

109

25.5％）

44

10.3％）

13

3.0％）

428

100％）

７

６％）

39

9.1％）１

6５

.IJ01m-

勤務形態 役割 職種
人数

(人）

フルタイム

統括

企画・事務

指導員

メインテナンス等

(外部委託）

所長(Superintenden0

プロジェクト９オフイサーPIOjectO透cer）

社会事業補助員(SocialDevelopmentAssistanO

療育担当職員Gre-SchoolTbachenChildCarer）
清掃担当職員(Car℃WOIke,）
茶担当職員(TbaServer）

門衛担当職員(DoorLocker）
保安担当職員(SecurityGuard）

１

１

３

９

２

１

１

１

パートタイム
リハビリ

テーション

医師

理学療法士

作業療法士

言語療法士

１

２

１

１
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スリランカの非就学障害児への支援

最初に，学齢障害児に対する「教育」がCGCのよ

うな公的社会福祉部門で行われる背景について検討

する第１に，スリランカという福祉国家における

教育と福祉の位置関係について考察する．Jayasu‐

Ziya（2000）によれば，スリランカの福祉国家とし

ての３本の柱の１つ目は，教育報告書のカンナンガ

ラ・レポート（KannangaraReport；1943）を基に

1945年に制定された教育法(EducationActofl954）

である．他に，1953年に制定された保健法（Health

Actofl953)，及び1948年の社会事業局の設立を合

わせた３本の柱から成る．これらにより’国民の

ヒューマンニーズ，社会ニーズを国が充足するとい

う原理が築かれ，独立後の20年間その原理が適用さ

れた．セートゥンガ（1998）も指摘するように，ス

リランカの文脈における社会福祉の範畷には，狭義

の社会事業だけでなく，教育や保健分野が含まれて

いる．このような土壌の上で，社会事業と教育は近

似領域として一般にとらえられている．非就学の障

害児に対して，社会福祉部門がその業務として疑問

を抱くことなく，「教育｣提供を行う背景には，スリ

ランカにおける教育部門と社会福祉部門のこのよう

な密接な領域の重なりがあるのではないだろうか．

第２に，非就学の障害児が公教育部門から見えな

い位置にある点である．非就学の障害児は公教育か

ら排除されているために，教育部門からは見えない

立場におかれている．日本の就学時健康診断のよう

に全就学年齢児を割り出すようなシステムがないた

め，各州教育局が表面に出てこない「隠れた」障害

児を構造的に見落とす仕組みになっている．教育部

門でこれらの子どもを「拾い上げる」システムはこ

れまでのところ構築されていない．これが，スリラ

ンカのインクルーシプ教育の促進に向け解決すべき

課題の１つであると思われる.

次に公的社会福祉部門が提供する「教育」の，

非就学の学齢障害児にとっての意義と課題について

検討を行う．

最初に，「教育｣が非就学の学齢障害児にとってど

のような意義をもつか，について述べる．それは，

｢教育」が公教育から排除された子どもの，インク

ルーシプ教育に向けた代替的教育提供になっている

点である．スリランカ社会福祉省は，社会の中で周

縁化された障害者の中で，二重に周縁化された５つ

の集団として，障害のある女性，知的障害者，精神

障害者，重複障害者，そして障害のある子どもをあ

げている（MinistryofSocialWelfare，2003)．

加藤（2007）は，障害のある子どもが，何もでき

ない子とレッテルを貼られ，家に閉じこもっている

例が目立つと指摘している．二重に周縁化された存

在である障害児の公教育からの排除に対して，公的

社会福祉部門が障害児に対する「教育」を提供する

ことで対応していることの意義は大きい第１に，

CGCは当該児や養育者にとって，子どもの発達を促

すための個別対応，相談の機会を得られる場である

からである第２に，公教育の競争的特質により，

入学したとしてもドロップアウトするリスクが高い

障害児が，個々の目標をもって必要な教育を継続し

て受ける機会を得る場であるからである

最後に,公的社会福祉部門が現在提供する｢教育」

に関する課題について，以下に提示したい．公的社

会福祉部門が「教育」を提供している子どもに関す

る情報は，教育部門とのあいだで共有されることが

.ほとんどないすなわち，教育省と社会事業局双方

の連携は不十分である．両者が非就学障害児に関す

る情報を共有し,「教育｣に対してインクルーシブ教

育に向けた代替的な教育機会提供という位置づけを

与えた上で，可能な連携の方策を模索する必要があ

ると思われる．

Ⅳ．まとめ

本研究の目的は，スリランカの公的社会福祉部門

が運営する障害児支援拠点施設における学齢障害児

に対する「教育」の内容について明らかにし，イン

クルーシプ教育の観点から非就学の障害児に対して

社会福祉部門が果たす「教育」的役割について考察

することであった．2006年から２年間にわたる現地

調査により，当該施設の訪問と同時に資料収集や関

係者との面談調査を行った．その結果，2003年に開

設されたCGCは，早期療育を主要目的としながら，

その業務の－部門として学齢非就学障害児への

ADL活動等「教育」的サービスを提供していること

が明らかになった．そのような学齢非就学児は，過

去４年間の施設利用児の約４割を占めていた～障害

種で特に多かったのは知的障害，重複障害であった．

学齢障害児に対して公的社会福祉部門により｢教育」

が行われる背景について，福祉国家の伝統を有する

スリランカにおいてⅢ教育，福祉，保健の３領域が

一体となって理解されている点，及び公教育が非就

学の障害児を見落とす仕組みになっている点につい

て指摘したさらにインクルーシプ教育の観点から，

社会福祉部門による「教育」が代替的教育提供とし

ての役割を果たしている点，及び「教育」の位置づ

けを明確にした上で，非就学学齢児に関する社会福

祉部門と教育部門による情報共有が求められる点に

ついて指摘を行った
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６）正規の学校教育制度の枠外で組織的に行われる活動．独

立行政法人国際協力機構国際協力総合研修所（2005）ノ
ンフォーマル教育支援の拡充に向けて．

７）筆者らの１人杉山は，2007年及び2008年に国際協力機構

シニア海外ボランティアとして当該施設に派逝され業

務にあたった．

８）セートゥンガ（1998）は，政梅が入れ替わるごとに，福

祉を扱う省自体の名称だけでなく，担当事業や役割まで

全面的に変えられ,各事業運営を混乱させる傾向がある，
と指摘している．、

９）CGC所長への聞き取りによる(2007年９月実施)．
10）篭者らが邦訳した．-

11）よほどの遠距離でなければ，子どもと養育者のバス往復

運賃をまかなえる．あるいは，コロンボの売店で販売さ

れる昼食のカレー弁当４個に相当する．
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、教育期間である．

謝辞

本研究の実施にあたっては，ＣＧＣ所長Leela

Gunasmghe氏のご助力を得たことに感謝いたしま

す．また，加藤尚子氏(JICAスリランカ事務所）に

は資料収集にあたってご助力いただくとともに，草
稿に目を通し貴重なご助言をいただいたことに感謝
いたします､

＊本研究は，2006～2008年度科学研究費補助金基鱒

研究（Ｂ）（課題番号18330204）によって行われた研
究成果の一部である．

文献

ChildGuidanceCenter(2008a)handouL

ChildGuidanceCenter（2008b）ChildGuidanceCente好

Maharagama

DepartmentofSocialServices(2008)TrainingPIogrammes・

UpdatedonJulyL2008・http://www・socialservices､9,Ｖ、

１k/trammgphP

古田弘子（2003）障害のある子どもの教育開発一スリランカ

の事例．アジ研ワールド・トレンド，96,32-34.

－６７－


